

















































































界付近への軍隊派遣となり、 19 1 2年9月9日最初の戦闘がおこなわれ、 191 3年 1
2月に至る内モンゴ‘ル戦争が開始された。
戦局の初期はそンゴ‘ル側が中華民国軍を破り、 19 1 3年7月段階では内モンゴルのほ


































1 4年 1月には内モンゴソレ軍を改革し中華民国の軍事指揮に服従させた。 7月には中華民
国政治体制の枠組みにおける内モンゴ、/レ行政特別区の樹立を実現したo
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論文審査の結果の要旨
本研究は、 1913年の中華民国・モンゴル戦争前後のボグド・ハーン政府をめぐる内外の
政治情勢を、 「内モンゴル地域政治」を中心に分析することによって中華民国・モンゴル
戦争の原因の一端を解明するとともに、ボグド・ハーン政府と内モンゴル政治の関係、中
華民国側の「モンゴル独立問題」への対応を明らかにし、両者聞の武力衝突過程を復元し、
歴史的に再定義しようとしたものである。
1911年のモンゴル独立運動により、清朝〈のち中華民国〉と.モンゴルとの間に紛争が起
こり、やがて両者聞の武力衝突へと展開した。これが、 1913年の中華民国・モンゴル戦争
である。この戦争は、結果的に、ロシアが「居中調停」したため、武力衝突の一年間後、
モンゴル側は一方的に停戦を宣言し、軍をほぼ武力行使以前の地点にまで引きあげた。し
たがって、モンゴル側の領土争奪戦という意味で戦争自体は目標を達成することなく終わっ
た?しかし、この事件は、それを通じた中華民国の内モンゴルに対する支配の浸透と、そ
の完成という点からみて、決してその意義は小さくない。従来、この戦争そのものについ
ての研究はなされてこなかった。本研究はその意味からも意欲的かっ実証的にとりくんだ
成果と評価できょう。
第一章は、戦争勃発の原因となる中華民国・モンゴル紛争の諸前提を明らかにする目的
をもち、まず第一節において最後の中華帝国とも呼ばれる清朝における1911年の辛亥革命、
および清朝の崩壊が、モンゴル社会にいかなる影響を及ぼしたかについて考察している。
第二節では、こうした社会的変容過程のなかで、 1911年のボグド・ハーン政府成立を20世
紀初頭におけるモンゴル政治を構成するひとつの政治的主権をもった組織と位置づけた上
で、 1911年の外モンゴル独立は単にハルハ地域の独立ではな〈、内モンゴル地域をも含む
モンゴル族のウルス〈国家〉統一運動、なドしウンドス〈民族〉統一運動であったことを
，確認する。第三節では、この時期における内モシゴルの政治動向を検討することによって
ボグド・ハーン政府と内モンゴル地域との聞にはいかなる関係があったのか、その政治過
程を解明している。
第二章では、清朝の解体過程にあってモンゴルの独立とボグド・ハーン政府の成立に決
定的重要性をあたえた国際関係について分析し、モンゴルをめぐる新たな地域秩序がいか
に決定されていったのかについて、ロシアと日本を中心に検討しているo 従来、この課題
は日本外交史研究の領域でも一定の蓄積があるが、モンゴル側の論理を軸にした分析はほ
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とんεなく、その意味で積極的意義をみいだすことができる。
第三章では、前2章を踏まえて、第一節では全モンゴルを統一する目的をもった権力機
構として確立されたボグド・ハーン政府の戦略構想をとりあげ、第二節では1912年後半期、
ボグド・ハーン政府が代表を派遣して内モンゴル各盟旗に潜入させ内モンゴルの王公たち
に政治的宣伝を行い、内モンゴルをめぐる中華民国との戦争協力を求めた経緯を復元し、
第三節では、 1913年のはじめ四方面からの「南征軍」を内モンゴル各地へ派遣し、内モン
ゴ、ルに対する武力占領を開始したことを解明している。この章でとりあげられたボグド・
ハーン政府の内外モンゴル統一政策の実態、およびその政策が直面していた内モンゴル地
域、北京政府、帝政ロシア、日本等とかかわる諸課題については、中華民国史研究にあっ
てもなお十分には解き明かされていない問題群であり、本研究は意欲的かつ実証的にとり
くんだものとして評価しえよう。
第四章では、まず第一節において、中華民国北京政府という中国の新たな支配体制が、
圏内的に混迷した社会秩序、地方的軍事勢力の増大、また対外的には「辺境の喪失」の危
機が複雑に入り組んだ情勢のもとに形成されつつあった過程を論述し、第二節は、北京政
府による「中央化jの進展のなかで、モンゴル独立が重大な政治問題となった過程、とく
に内モンゴル地域内部の動向やボグド・ハーン政府軍の内モンゴ、ルへの進出と、それに対
応する北京政府の対抗措置を解明してている。第三節は、北京政府が、ロシアの干渉のなか
で、外モンゴル領内への軍事行動を実施しえなかったことを明らかにし、第四節は、こう i
した中国・モンゴル紛争のなかで、 1912年後半における内モンゴルとその周辺関連地域で
の中華民国「征蒙軍」の駐兵実態を日本側資料にもとづき復元している。この章の内容は、
中華民国初期の政治情勢を、内モンゴル地域政治との関連で分析した実証的成果であり、
とくに1912年後半期の政治的軍事的戦術配置の復元は重要な基礎的作業といえよう。
第五章では、第一節でモンゴル軍側の攻撃と勝利について、第二節で両軍のその後の対
蒔状況について、第三節でモンゴル軍の再進攻と失敗をとりあげ、こうした三段階での戦
局過程を復元している。本研究のひとつの、しかし未解明であった歴史的事実の発掘とそ
の説得的実証は関連歴史学界の最初の試みと評価しうる。
終章では、同戦争が内モンゴル地域社会にもたらした影響について、さらにはその後の
歴史的位置づけとの関連で検討を加えている。
? ??
以上のように、本研究は1913年内モンゴル地域の政治的軍事的動向を実証的に分析し、
歴史的評価を与えた高い水準をもった成果といいうる。
たしかに、戦後日本における内モンゴル近現代史研究は、日本近代史と中国近代史研究
の側面からの分析が多い。これに対して著者はモンゴル近代史の側面からアプローチを試
みたと位置づけられる。
周知のように、 1911年のモンゴ、ル独立運動の中心は外モンゴルであった。当時の外モン
ゴルについては多くの研究があるが、モンゴル独立問題に直接かかわっていた内モンゴル
地域の動静に焦点を当てた専門的研究はきわめて少ない。一般的に言えば、モンゴ、ルの独
立運動とは外モンゴルの独立運動にほかならないとする定説があるが、著者はボグド・ハ
ーン政府と内モンゴル地域政治のかかわりを視野に収めて実証研究を行い、ボグド・ハー
ン政府が内モンゴルへ軍事行動を起こしたことを通じて、 1911年のモンゴル独立は単にハ
ルハ地域の独立ではなぐ、内モンゴル地域をも含むモンゴル族の統一運動であったとする
論点を深めたものと評価することができる。
また著者は従来顧みられなかった当時の内モンゴル地域の動向を反映したモンゴル側の
公文書資料を発掘し新たな知見を提供した。例えばイへ・ジョー盟長=アルピンバヤル、
ジャサクト王=オタイなどの王公からボグド・ハーン政府に送った書簡の一次史料をはじ
めて提示し、これらの人物とボグド・ハーン政府の関係に関する新たな事実を発掘してい
る。その結果、内モンゴル旗のボグド・ハーン政府への合流数を38旗として確定すること
ができた。これは通説としてのお旗を訂正したものとなっている。
さらに、内モンゴル近代史研究の視角から著者はこれまでの研究の一面性を克服する意
図から、中国、モンゴル、日本、ロシア側などの諸史料をあわせて利用しようとしたこと
は、 1913年中華民国・モンゴル戦争の諸側面を把握するうえで重要な意義をもっている。
とくに、日本外務省外交史料館所蔵のモンゴル関連文書を利用したことによって、中華
民国・モンゴル軍事衝突事件にたいする新たな視角からの分析が可能となったと考えられ
る。従来、日本の歴史学界においてこの問題に関する専門的研究がほとんど空白であった
のは、資料の乏しさにある。中国側の史料は量的にも決して少ないわけではないが、モン
ゴル社会内部の動きゃ、さらにこの事件についての多くの重要な情報が欠落していたと言
わざるをえない。またモンゴルの動きに関しても、蒙文史料の存在は今のところほとんど
期待できない状態にある。さらに、この歴史的事件についての研究自体が、領土主権や民
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族問題と直接かかわる問題であることから実証的歴史研究が十分になされてこなかったと
いってよいだろう。。
著者は、日本側の外務省史料のなかに、中国とモンゴル側に欠落している史料が少なか
らず残っていることをあきらかにしたが、あきらかに日本側は日露戦争以後、勢力拡張の
対象として東北三省南部と内モンゴル東部四盟を「特殊地域」とし、 「満蒙」という政治
地理的概念と言説が形成されつつあったもとで、日本は内モンゴル情勢については異常な
ほどの関心をもつこととなった。その意味で、日本は事態の変化を注意深く見守っており、
事実関係をかなり客観的立場から見ることを可能にする条件をもち、独自な情報が伝えら
れていたと判断しうる。これらの一次史料を利用して、 1913年の中華民国・モンゴル戦争
について整理・検討し再定義したことは、本研究の実証的成果として評価できる。
もちろん、本研究には不十分かつ補うべき問題点、がある。まず、 1911-13年における内
モンゴル地域政治は、モンゴルの独立にどのような影響を与えたのか、その実証的分析が
残されている。例えば、内モンゴルでは最も影響力をもっハラチン王=グンサンノルブは
ボグド・ハーン政府に参加しなかったと述べ、また駐京王公に関しても述べられているが、
これらについて十分に分析されているとは言い難い。モンゴル有力王公たちの北京での活
動は今後解明されるべき課題と言えよう。これらの王公は、内モンゴル政治において重要、
起役割を演じたと考えられるが、本研究の主題ではないにせよ論及されてしかるべきでは
なかったか。次に、東アジアの国際関係の側面で、ボグド・ハーン政府と日本とは何らか
の関係があったと述べられているが、これについては、もっと分析しておく必要があると
ともに、本研究の最も中心的な部分である後半の三章の論述は、結果的になお不十分なも
のがあるように思われる。なお、本論文には文章上の誤りや意味不明存表記が自につくこ
とを指摘しなければならない。
同時に、本研究の審査において、次のような問題提起と見解の表明がなされた。
(1)従来からの通説と著者の新たな観点にどのような相違があるのかについて、明示的
指摘が少ないので補う必要がある。
(2)ボグド・ハーン政権の歴史的位置について、著者のいうような独立した権力なのか、
それともキャフタ協定時の「自治」的権力なのかは、なお必ずしも明確な分析が与
えられていない。この点の検討が今後さらに不可欠となる。
(3)1913年「中華民国・モンゴル戦争」論は、中華民国史上の規定としては新たな問題
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提起であり、その意味でその学説史上の争点を明確化する必要がある。
総じて、本研究の実証的分析とその結論は、未開拓の領域にとりくんだ成果として学問
的評価に耐えうるものと評価できる。審査委員会は、本研究が博士(学術〉の学位を授与
するに相応しい水準をもった論文であるとの一致した結論を得た。
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